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Abstract

Thegenerationofdioxinsinthewasteincinerationbecameaproblem,and"lawon

processingandcleaningofawaste"wasrevisedbytheJapanesegovernmentin1997in

Japan."Dioxinscountermeasurespecialmeasurelaws"wasenforcedin2000inJapan.The

followingwereseverelylnStitutedbythelaw :Dioxinsconcentrationdischargedfromthe

incineratorandstructureoftheincineratorandmaintenancestandard.Thesmallincinerator

everusedbecameanobjectofthelaw regulation.Thesmallincineratorinindustry,

educationalinstitution,government,hospital,ordinaryhomescouldnotsatisfythisstandard.

Thedisposalcostofawastebecomestheeconomicaloppressionofthesmallandmedium

enterprlSeaStheresult.

Itisnecessarytodothecompletecombustionwhichsatisfieshighcombustiongas

temperature(Temperature),residencetimeofthegas(Time),mixingbetweengasand

secondaryairininsideoffurnace(Turbulence)inordertosuppressthegenerationofdioxins.

Thisiscalled"3-T".Inthisstudy,thedevelopmentiscarriedoutinrespectofthesmall

incineratorwhichsatisfies3-Tbythenewcombustion,anditaimsatthecontrolofdioxins

withtheachievementofcompletecombustioninthesmallincinerator.

1.緒言

現在の社会経済活動における大量生産､大量

消費は大量の産業廃棄物を排出しており､その

総排出量は約 4億 トンとなっている1)｡さらに
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廃棄物質の多様化により､焼却処分出来ない多

くの廃棄物が生じ､これまでそのほとんどが埋

め立て処分されているために､最終処分場の逼

迫が生じている｡焼却処分可能な廃棄物もまた

年々増加の一途を辿る一方､廃棄物の燃焼過程
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等で非意図的にダイオキシン類が生成され､燃

焼排ガスや排ガス洗浄水の不純物として環境

中に排出され､こうしたダイオキシン類による

環境汚染は日本各地で問題となった｡ダイオキ

シン類は人に対し急性毒性､慢性毒性等多岐に

わたる毒性を有している為､人に対する健康の

保護を図ることが急務となった 2､3)｡これに対

応して､ダイオキシン類による環境の汚染の防

止及びその除去等をすすめるため､ダイオキシ

ン類に関する施策の基本とすべき基準が定め

られ､必要な規制､汚染土壌に係る措置等を目

的とした ｢ダイオキシン類対策特別措置法｣が

平成 14年 12月に完全施行された｡この規制の

強化によって工場､教育機関､官庁､病院及び

一般家庭に設置された従来の小型焼却炉では､

新基準を満たす事が出来ないため､廃棄物の焼

却処理を自主規制あるいは廃止せざるを得な

い状況となっている｡この結果､廃棄物処理を

業者に委託することになり､社内焼却費に比べ

数倍のコス ト高となり､中小企業にとっては経

済的圧迫が大きくなっている｡

燃焼過程におけるダイオキシン類生成は､

500℃から 900℃の高温域ではクロロフェノー
ル類やクロロベンゼン類等の前躯体形成を経

由しており､300℃から500℃の低温域ではフ
ライアッシュ中の金属類を触媒とした反応に

よっている 4)｡この事から､ダイオキシン類の

発生を抑制させるには､炉内温度がこのような

ダイオキシン類生成温度域にならないよう､炉

内温度を迅速に 800℃以上に高めて完全燃焼

させる必要がある｡完全燃焼を達成する条件は､

1)高い燃焼ガス温度 (Temperature)､2)十

分なガスの滞留時間 (Time)､3)炉内での十

分 なガ ス授拝 ･及 び二次空気 との混合

(Turbulence)の ｢3-T｣である 5)｡これらの

条件が燃焼ガス中の未燃炭化水素および前躯

体物質を減らすための必要条件である｡ダイオ

キシンを発生させない完全燃焼の条件を満た

す大型焼却炉 6)は幾つか開発されているが､小

型焼却炉で完全燃焼する技術は確立されてい

ない｡さらに焼却処理では､ダイオキシン類対

策以外にも低公害化を考慮しなければならな

い｡

本研究では､小型焼却炉でダイオキシン低減

化をするため完全燃焼に必要な ｢3-T｣を達

成する方法として､連続投入式流動層､水蒸気

噴射を組み合わせ､さらに二重円筒構造により

耐火煉瓦を使わなくても高温燃焼できる新燃

焼方式の小型焼却炉の試作を行ない､小型焼却

炉での完全燃焼の実現を目指している｡この焼

却炉の実現は中小企業にとって非常に有効で

あり､環境保全にも大きく貢献できると考えら

れる｡

2. 廃棄物焼却に係るダイオキシン削減のた

めの規制措置

2.1.焼却炉の構造 ･維持管理基準の強化

平成 13年3月の ｢廃棄物処理及び清掃に関

する法律施行規則｣の改正により､許可対象施

設の構造基準及び維持管理基準の強化を目的

とし､新たに基準が定められ平成 14年 12月に

施行された｡

改正後の構造基準の主なものは､①外気と遮

断された状態で定量ずつ連続的に廃棄物を燃

焼室に投入できる供給装置の設置②空気取入

口･煙突の先端以外に焼却設備と外気とが接す

ることなく､燃焼室の温度が800℃以上の状態
で､定量ずつ廃棄物を焼却できるもの③外気と

遮断された状態で､廃棄物を燃焼室に投入でき

るもの④燃焼室中の燃焼ガスの温度を測定す

るための装置が設けられていること⑤燃焼ガ

スの温度を保つために必要な助燃装置が設け

られていることが加えられた｡

維持管理基準で昼､①燃焼室-の廃棄物の投

入は､定量ずつ連続的に行 うこと､②燃焼室中

の燃焼温度を.800℃以上に保つこと､(参焼却灰

の熱灼減量を 10wt%以下とすること､④運転
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開始時には炉温を速やかに上昇させ､運転停止

時には炉温を高温に保ち廃棄物を焼却し尽く

すこと､⑤集塵器に流入する燃焼ガスの温度を

概ね200℃以下に冷却すること､⑥冷却設備等
に堆積した煤塵を除去すること､⑦排ガス中の

一酸化炭素濃度を,lOOppm,以下とすること､㊨

燃焼ガス温度及び排ガス中の一酸化炭素を連

続的に測定･記録すること､(9排ガス中のダイ

オキシン濃度を年一回以上測定･記録すること､

⑩煤塵を焼却灰と分離して排出･貯留すること

などが主に改正された基準であり､焼却炉の規

模にかかわらず適用される｡

2.2.ダイオキシン類特別措置法

従来､排出ガス濃度が規制されていなかった

小型廃棄物焼却炉についても火床面積 0.5m2

以上又は焼却能力 50kg/hr以上のものについ

ては､平成 14年 12月に施行されたダイオキシ

ン類対策特別措置法により規制が行われる事

となった｡

ダイオキシン類対策特別措置法で強化され

た大気に係わる特定施設-の排出基準を表

2.1に示す 9)｡

4t/hr以上の新設炉については国際的な基

準と同じ0･1ng-TEQ/m3 Nであり､既設炉の

暫定基準の1/800になっている｡これより小

規模の新設炉では1-5ng-TEQ/m3 Nであり､

既設炉では､1-long-TEQ/m3 Nである｡将
来的には技術基準として国際的に共通の基準

となりつつある0.1ng-TEQ/m3 Nを目指した
焼却炉が必要になってくると考えられる｡

3.水性ガス反応

水性ガス反応はコークスのガス化に利用さ

れてきた｡平成 13､14年度に試作した小型焼

却炉 10)では､送風機により空気を送風して炉

内に旋回流を発生させた｡これにより､炉の中

心付近に比べて内壁近傍の静圧が高く,なり(ベ

ルヌイの定理)､火炎は静圧の低い部分にドー

ナッツ状に旋回しながら存在することになる｡

火炎は内壁からある程度離れるため､炉壁から

の伝導による熱損失が低減される｡通常､水(演

体)を火炎に直接注入すると､蒸発潜熱 (吸熱

反応)により莫大な熱損失が生じる｡本焼却炉

では､火炎からの幅射により温度が250℃から
500℃程度に加熱された炉壁 (内壁)を伝わる

ように水を流すことにより､炉壁を冷却 (再生

冷却).しながら水蒸気化された水が高温火炎帯

-注入される構造になっている｡したがって､

ごみ焼却により発生する熱を奪うことなく､水

蒸気を生成､注入できる｡

表 2.1 大気に係わる特定施設-のダイオキシン類排出基準 (2002)■

特定施設の種類 新設施設の準値値 '既 設 施 設 の基 準値 .
施設規模 ー m2.1.15.-m3.1.14 m3.1.15-Ⅲ4.ll.3〕 m412.1-

廃 棄 物焼却炉 4t/hr以上 0.1 新 通 一応を猶予 80 pl

Zt/hr～4t/hr 1 5

Zt/hr未満 5 10

製鋼用電気炉 0.5 20 5

鉄鋼業焼結施設 0.1 ･2 1

亜鉛回収施設 1 40 10

(単位:ng-T印/m3 N)
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一般的な,ガス化の基本反応式を次に示す｡

1)熱分解

ゴミ(有機物)-メタン等ガス成分+タール

等+チャー [1]

2)酸素との反応

C+ 02→ COZ

C+ 1/202- CO

[2]

[3]

C+ coz- 2CO (発生炉ガス反応) [4]

3)水蒸気との反応

C+H20- CO十Hz(水性ガス反応) [5]

C+2H20- COZ+ 2Hz [6]

co十 Hz0- Co∑+HZ(シフ ト反応) [7]

4)水素との反応

C+ 2Hz- CH｡ (メタン反応) [8]

co+ 3H2-CH｡ +H20 [9]

式[2]は,完全酸化あるいは燃焼,式[3]は部

分燃焼あるいは不完全燃焼と呼ばれる式で両

式とも熱を発生する発熱反応である｡これらの

発生熱が,固形燃料ガス化における発生炉ガス

反応,水性ガス反応を主とする吸熱反応に対す

る熱 を供給する｡ 式[4]は発生炉ガス反応

(Boudouard反応とも呼ばれる),式[5]は水性

ガス反応で,ともに吸熱反応であり固形燃料ガ

ス化の主反応ともいわれる｡式[6]は,式[5]

に付随して起こる反応である｡

式[7]は発熱反応でありシフト反応と言われ

特に高温 (900℃以上)で反応は早く (平衡に

達する時間が短く)ガス化炉出口組成を決定す

る重要な式の一つである｡

式[8]は,メタン化反応と呼ばれメタンを生

成する反応である｡ 式[9]は一酸化炭素と水素

からメタンを合成する反応である｡いずれも,

発熱反応でしかも分子数を減少させる反応で

あるから常圧のガス化では余り問題とされな

いが,加圧下で比較的低温度領域で進行する｡

4.実験装置

本研究では廃棄物の連続投入可能なダイオ

キシン低減化小型焼却炉を実現させるため､廃

棄物を一次燃焼室にて燃焼させ､二次燃焼室に

設置した二基のバーナーで完全に熱分解ガス

を燃焼させる､連続投入熱分解焼却炉実証プラ

ントを試作した｡本研究の実証プラントを図4.

1に示す｡

近▼~tD

5焼 主

⊂⊃▼･.■

tp* 誓 よを 亘 L_⊥_ー 8円

千-■

罵▼~ 寸

S鹿 妻巨分解圭0 0 ● ○

送 風 機 害

図4.1 実証プラント概略図

炉内は､残壇流動分解室､一次燃焼室､二次燃

焼室で構成されている｡二次燃焼室内にはLPG

ガスバーナーが二基設置されており､燃焼中は

常時点火している｡二次燃焼室内筒と外筒の間

に循環水冷パイプを設置している｡循環水冷パ

イプ内の水温が上昇すると水蒸気が発生し､そ
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れを二次燃焼室下部から炉内に噴射し､水性ガ

ス化反応を燃焼に利用している｡送風機はイン

バータ制御により送風空気量を調節する事が

でき内筒と外筒の間に送風し､炉床から炉内に

空気を送り込む仕組みになっており､同時に内

筒の冷却を行っている｡また通常高温燃焼をす

る焼却炉では炉壁が高温に耐えるため耐熱煉

瓦を使用しているが､本実証プラントでは内筒

内部は トルネー ド状の強旋回流により炎が直

接内筒に触れない構造になっているので､内筒

のメタル温度が低く 12)耐火煉瓦を使用しなく

ても高温燃焼できる｡それゆえダイオキシン低

減化が可能な燃焼を行うことができる｡

5.排ガス分析及び温度測定

実験は､建築廃木材と廃プラスチックを100

mm前後のチップ状に破砕した模擬ごみを作成

し､廃木材専焼､廃プラスチック専焼及び廃木

材､廃プラスチック混焼の3種類の実験を行っ

た｡条件等を表 5.1に示す｡

燃焼実験ではLPGガスバーナーを点火し､送

風機を稼動させ､実験炉内部に十分な空気をパ

ージした｡その後､灯油を模擬ごみに少量散布

し､点火した｡着火と同時に排ガス分析､温度

測定を開始した｡廃プラスチックと廃木材の混

合比は低位発熱量 (3.燃焼理論参照)から､1:

1として､総量 1kgと1･5kgの袋詰め模擬ゴミ

を作成し､実験を行った｡温度測定､排ガス測

表 5.1

定の位置はグランドの高さ320(mm)､1810(mm)､

3160(mm)､5310(mm)､の位置にサンプリング

ロを設け､それぞれを①､④､⑥､⑨とした｡

①､④は炉内中心ガス温度を測定し⑥は炉内内

壁のメタル温度の測定点である.また､(勤にて

サンプリングプルーブを差し込み､排ガス分析

を行った｡

6.結果及び考察

実証プラントにおける廃木材 1kgずつを連

続投入させた廃木材のみの燃焼実験の炉内各

位置のガス､炉壁の温度計測と排ガス分析結果

をそれぞれ図6.1と図6.2に示した｡図中の1

次燃焼ガス温度は､点火から700秒間点火剤の

灯油を散布していない為､模擬ごみが煉った状

態であり100℃以下の温度で推移している｡

その後､700秒～900秒間に､炉内一次燃焼

ガス温度が 800℃に上昇し､同時にCb､HCガ

ス濃度がそれぞれ 1400ppm､800ppmに上昇して

いる｡この原因は､送風機による送風量が少な

かったため､不完全燃焼状態であったと考えら

れる｡1000秒～2400秒間は､一次燃焼ガス温

度 (T4)は 900℃以上を保っており､COガス

濃度は､平均値 53ppmであり良好な燃焼状態で

ある｡しかし､模擬ごみ投入時に一時的に CO

ガス濃度が200ppm程度上昇している｡これは､

炉内温度が高温な為､模擬ごみ投入直後から

急激にガス化していると考えられる｡さらに､

実験条件

模擬ゴミ LPG ガスバーナー出力 水蒸気噴射 対応グラフ木屑 廃プラ

実験 1 1kg - 一定 4旺ノヽヽヽ 図6.1､図6.2

実琴2 - 0.5kg 一定 4証ノヽヽヽ 図6.3､図6.4

実験3 2-kg - 微調整 4旺ノヽヽヽ 図6.5､図6.6

実験4 1kg 0.3kg 微調整 有 1図6.7､図6.8

実験5 1kg 0.5kg- 微甲整 有 図6.9､図6.10
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図6.1 各測定点における温度の経時変化

(廃木材 1kg専焼)

Tl:サンプリングロ①における炉内中

心ガス温度

T｡:サンプリングロ④における炉内中

心ガス温度 (一次燃焼ガス温度)

T6 :サンプリングロ⑥における炉内内

壁のメタル温度

T9:サンプリングロ⑨における排ガス
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図6.2 CO,HCの経時変化(廃木材 1kg専焼)
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2400秒から模擬ごみ投入時に､一次燃焼ガス

温度が 200℃～400℃程度低下し､流動分解ガ

スが 1000℃に上昇する顕著な温度変動が生じ
ている｡炉下部の流動分解ガスの上昇は､炉内

温度が高温になり､さらに幅射熱で炉内内壁温

度が上昇し､模擬ごみ投入と同時に模擬ごみが

ガス化した結果と考えられる｡一方､一次燃焼

ガス温度の変動は､投入口に設けた外気を遮断

するスライ ド(SUS304)が熱膨張を起こし､ゴ

ミ投入時にその隙間から外気が炉内に流入し

たために 一ヾ次燃焼ガス温度が低下したと考え

られる｡

廃プラスチック専焼実験は廃プラスチック

0.5kgをパックにしたゴミを連続投入により

行った｡廃木材燃焼実験と同じ位置での温度計

測と排ガス分析結果をそれぞれ図6.3と図6.4

に示す｡同図から廃木材と同様に､点火から

500秒間は模擬ごみが煉った状態で､CO､HC

ガス濃度がそれぞれ350ppm､2200ppmの高濃度

のガスが検出されていることがわかる｡その時

の炉内一次燃焼ガス温度は 200℃以下であり

ダイオキシン生成の危険性が十分ある｡発火し

た500秒から模擬ごみの連続投入を開始した｡

ゴミ投入開始後の一次燃焼ガス温度は廃木材

の焼却と同様に大きく温度変動をしている｡温

度変化は高温域で900℃から1050℃であり､焼
却炉構造基準を満たしているが､低温域では､

400℃から600℃になっている｡この現象は廃

プラスチックはガス化速度が速く燃焼時間が

短いために､廃プラスチックのみを燃焼させた

場合は急激な温度上昇､急激な温度下降がみら

れ､燃焼状態が不安定あると考えられる｡さら

に､この現象に連動して､発生するCOガスが

一時的に500ppmまで上昇する時もあり､HC濃

度も平均値 1000ppm程度で推移しており､ダイ

オキシン類生成の危険性が非常に高くなって

いる｡したがって､このような現象が定常的に

発生するのであれば､当焼却炉はプラスチック

の専焼には適さないと考えられる｡
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図 6.3 各測定点における温度の径時変

化 (廃プラスチック0･5kg専焼)

Tl:サンプリングロ①における炉内中心ガス

温度

以下､.ゴミの構成を変えた場合の燃焼につい

て､一次焼却温度 (センサ丁番号 4)とCO濃

度の経時変化を示して考察を加える｡

廃木材2kgのパックを連続投入した場合を

図 6.5と図 6.6に示す｡この場合は点火から

900秒は緩やかな温度上昇であり､不完全燃焼

のためCOガス濃度は500ppmを検出している｡
完全燃焼となった1250秒後に一次燃焼ガス温

度は800℃に上昇し､それに伴い･COガス濃度
は150ppmに減少している｡2500秒後の一次燃

焼ガス温度が500℃に低下したときも､火炎温
度を上げるために LPGガスバーナーの出力を
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図6.4 CO,HCの経時変化 (廃プラスチック

0.5kg専焼)
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図6.5 1次燃焼ガス温度の経時変化 (廃木

材 2kg専焼)

550

500

450

400

350

E.300

也
馬 250

200

150

100

50

0

0 500 1000 1500 2000I2500 3000 3500 11000 4500 5000

桂過時間 i)

図6･6 COの経時変化 (廃木材 2kg 専焼)

総合環境研究 第7巻 第 1号



武政 剛弘 ･川口 聡 ･奥村佳代 ･田平 泰広 ･石橋 康弘

調整して完全燃焼を促して､COガス濃度の上

昇を未然に防ぐ効果が確認される 13)｡このよ

うに､廃木材の専焼の場合､一回の投入容積が

大きい時には木材の燃焼カロリーが小さいた

めに LPGガスによって完全燃焼を補助する必

要がある｡

廃木材 1kgと廃プラスチック 0･3kgをパッ

クにしたゴミを連続投入して､燃焼中は常時一

次燃焼室に水蒸気を噴射した場合の計測結果

を図6.7と図6.8示す.点火から780秒で一次

燃焼ガス温度は820℃に到達し､温度変化も小
さく安定した燃焼をしている｡完全燃焼となっ

た 1000秒後から､一次燃焼ガス温度は850℃
から900℃を保っており､安定した燃焼を継続

している｡またこの時のCOガス濃度は平均値

30ppmであり､基準値を満足してい声｡さらに､

廃プラスチックの燃焼により炉内ガス温度が

1000℃を超えると発生するサーマルⅣ0Xは､水

蒸気を噴射することで低減できることを確認

している｡

廃木材 1kgと廃プラスチック0･5kgをそれ

ぞれパックしたゴミを交互に投入し燃焼実験

を行った｡この場合､焼却炉で予め廃木材を燃

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000
経過時間6)

図 6.7 一次燃焼ガス温度経時変化 (廃木材

1kg+廃プラ0.3kg混合燃焼)

焼させ炉内温度を上昇させた状態からの実験

であり､一次燃焼室-水蒸気を常時噴射してい

る｡以下に示す2ケースの実験も本燃焼実験と

同様の状況で行っている｡その結果を図 6.9

と図 6.10に示す｡ 実験開始直後の0秒～750

秒間は､模擬ごみ投入を停止した状態で､一次

燃焼ガス温度は 1000℃から 500℃に低下して
いる｡これに連動してCOガス濃度は最高値5

70ppmを示している｡ ゴミの投入を開始した

800秒以降は､一次燃焼ガス温度は800℃以上
を保持しており､基準を満たしている｡COガ

ス濃度は平均値35ppmで､100ppmを超えるピ

00
00

4
3

(∈長

軸F-

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000 4500 5000
経過時間 )̀

図6.8 COの経時変化 (廃木材 1kg+廃プラ

0･3kg混合燃焼)

-クは3回だけであり､良好な燃焼であると判

断できる｡廃木材0･5kg､廃プラスチック0･5kg

をそれぞれパックしたゴミを交互に投入の場

合の計測結果を図6.11と図6.12に示す｡同図

から実験開始から1000秒付近でCOガス濃度が

2020ppmになっているが､この原因はゴミ投入

時期が遅れたため､ゴミに引火するまでに時間

を要し､炉内温度が低下し不完全燃焼を引き起

こしたためと考えられる｡この結果からゴミの

連続投入には細心の注意が必要であり､今後は､

ゴミ投入を自動化して均一化する工夫が必要

である｡その後は､一次燃焼ガス温度は800℃
以上を保持し､COガス濃度は平均値 58ppmと

- 32 -
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図6.9 一次燃焼ガス温度の経時変化 (廃木

材 1kgと廃プラ0.5kg交互に投入)
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図6.10 COの経時変化 (廃木材 1kg､廃プ

ラ0.5kg交互に投入)
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図6.12 COの経時変化 (木屑0･5kg､廃プラ

0･5kg交互に投入)

なってお.り､基準を満足している｡

最後に､水性ガス反応を判定する実験結果

を図6.13示す｡同図に示すように水蒸気噴霧

をした場合､火炎温度に5℃～30℃程度の昇温

効果が見られた｡また雰囲気温度は 900℃～

1000℃での水蒸気噴霧であり､これ以下の雰囲

気温度での水蒸気噴霧は､逆に温度降下をもた

らした｡

000llL

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

軽過時間 i)

図 6.ll -次燃焼ガス温度経時変化 (廃木材

0.5kg､廃プラ0･5kg交互に投入)
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図6.13 水蒸気添加有無による温度変化
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7.結論

今回の実験で､新燃焼方式による連続投入式

小型焼却炉は一次燃焼ガス温度を 800℃以上

に保持した燃焼が可能であり､構造基準を満た

すことができた｡

今回の研究では､廃木材の専焼と廃木材と廃

プラスチック混合比が2:1では安定燃焼が可

能であることが確認できた｡また水蒸気噴射に

より燃焼温度上昇､安定燃焼の効果も確認でき

た｡しかし､廃プラスチックの専焼では炉内温

度が 1000.℃～1200℃になるため､炉内内壁の

腐食や､熱歪が発生する恐れがある｡また燃焼

も非常に早く進行 し不安定であるため安定燃

焼させるためにはさらなる工夫が必要である｡

なお､廃木材と廃プラスチック混合比が2:

1?ゴミを連続投入 した場合の燃焼ガス分析

結果は表･7:1yJ-7..3に示すとおりであ争｡依線

分析の総合結果は｢排出ガスのダイオキシン類

濃度は､基準値を下回る結果であった｡また､

COガス濃度については､｢廃棄物処理法維持管

理基準｣に定められている100ppmを十分に下

回る結果であった｡実施したその他の大気質に

ついてのばい煙測定は､各々で定められている

基準値を下回る結果であった｡また､焼却灰の

熱灼減量も10%以下であった｡｣となっている｡

さらに必要に応じ､LPG.ガスバーナーを使用･

することで､CO､HCの未燃炭化物は完全燃焼

させることが可能であった｡また､水性ガス反

応により､熱灼減量が2.1%と基準値を完全に

表7.1 排出ガスの測定結果と基準値

分析項目 単位 測定結果値 基準値

表7.2 各大気質の測定結果と基準値

分析項目 単位 測定結果値 基準値

一酸化炭素濃度 ppm 48 100

酸素濃度 % 16.1 -

ばいじん濃度 g/Nm3 0.169 0.25

全硫黄酸化物量 m3/h 0.03 0.7ト

窒素酸化物濃度 cm3/m3 95 250

塩化水素濃度 mg/Nm3 100 700

表7.3 焼却灰の灼熱減量分析結果と基準値

分析項目 単位 測定結果値 基準値
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クリアする事ができた｡

しかし､今回の実験において廃棄物投入方法､

熱量の変化､人為的要因によって燃焼状態が大

きく左右され､そのためCOガス濃度やHCガス

濃度に大きく影響した｡したがって市販炉とし

て誰もが使えるようにするには運転や廃棄物

投入の自動化などの課題があげられる｡

また本焼却炉では初期燃焼において､炉内ガ

ス温度が高温域に達するまでに時間を要する

ことからダイオキシン発生の危険性が示唆さ

れるために､初期の完全燃焼を達成させる工夫

が必要である｡

今後､小型焼却炉を製品化して市場に出すた

めには､細部の改良が必要であるが､今回の一

連の実験でダイオキシン低減化小型焼却炉の

開発に必要な基礎資料は得られたと考えられ

る｡
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